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１．調査目的 

本調査研究は、海上保安分野の能力向上支援に

おいて、アメリカ、オーストラリア、インドとの

連携可能性を検討していくための政策提言を実施

することを最終的な目的としている。 

政策提言を実施する前提として、支援実施国で

ある米国、豪州、インド等に関する外交政策等を

含む基礎調査に加え、被支援国であるフィリピン、

インドネシア等の国々に関する関連政策及び、軍

との関係を含む海上保安業務実施機関の全体像を

把握する必要がある。 

昨年度においては、支援国であるアメリカ及び

インドに関する調査を実施したことから、本調査

においては被支援国であるフィリピン及びインド

ネシアについて調査を行っている。 

 

２．調査内容及び結果 

（１）フィリピン 

フィリピンへの支援策検討に必要となるフィリ

ピンの経済政策及び外交関係（米・日・豪・印）

について説明を行うとともに、特に新型ウィルス

感染拡大後のフィリピンと中国との関係やアメリ

カとの比米訪問軍地位協定に係る現在の状況につ

いて解説を行った。また、日本がフィリピンの海

上保安分野における支援を実施していく上で考慮

すべき点についても考察を行っている。 

（２）インドネシア 

東南アジアの海洋大国であるインドネシアにつ

いては、これまで詳細な情報が蓄積されていなか

ったことから、インドネシアの外交及び海洋政策

のみならず統治機構及び行政制度についても概要

を記載するとともに、海上保安分野に関する権限

が複数の行政機関に跨って分散・重複しているこ

とから、各組織の概要、所掌、勢力、教育制度等

について解説を行うとともに、これらの機関の連

携メカニズムと現状について説明を行っている。 

（３）インド太平洋軍組織概要 

昨年度調査においてインド太平洋軍が米国との

連携を進める上で鍵となる組織であるという結論

に至ったことから、同組織に関する調査を実施す

ることとした。軍組織という性質上、多くの部分

が非公開となっており、詳細部分については不明

な箇所が多く残ってはいるものの、米国国防総省

傘下組織における指揮系統、インド太平洋軍の権

限、そして能力向上支援担当部署などについて説

明を行っている。 

 

３．おわりに 

 今次調査においては、主としてフィリピン及び

インドネシアに焦点をあて、我が国海上保安庁が

他国との連携を進めながら、被支援国にとって受

け入れやすい支援策の検討を進めていくにあたり、

把握する必要があると思われる情報を収集し分析

行った。これら調査結果が海上保安分野における

国際協力推進の一助となることを願っている。 

また、新型コロナウィルスの世界的な感染拡大

のため、当初予定されていた調査項目を全てカバ

ーできておらず、引き続き、主要な支援国である

オーストラリア、フランス、そして今回調査を実

施することのできなかったベトナム、マレーシア

に関する調査を実施して参りたい。 
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